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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

４ 第22期中間期については中間財務諸表を作成しておりませんので、中間会計期間に係る主要な経営指標等の

推移については、記載しておりません。 

５ 第23期中間期及び第24期中間期並びに第22期及び第23期においては損益等からみて、重要性が乏しいため持

分法を適用した場合の投資損益については記載しておりません。 

６ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び契約社員を含む。）

であります。なお、臨時雇用者はおりません。 

７ 当社は平成18年１月19日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

８ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間
自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日

自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日

自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日

自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日

自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日

売上高 (千円) ─ 2,501,426 2,828,777 4,639,066 5,361,603

経常利益 (千円) ─ 199,586 126,043 392,560 428,856

中間(当期)純利益 (千円) ─ 114,950 69,071 213,468 235,094

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ─ 71,750 308,900 71,750 308,900

発行済株式総数 (株) ─ 14,500 17,500 14,500 17,500

純資産額 (千円) ─ 645,250 1,273,145 582,602 1,239,703

総資産額 (千円) ─ 1,989,580 2,306,185 1,829,379 2,354,860

１株当たり純資産額 (円) ─ 44,500.03 72,751.17 38,093.70 70,840.19

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ 7,927.65 3,946.91 12,636.15 16,094.83

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 1,500 2,000

自己資本比率 (％) ─ 32.4 55.2 31.8 52.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ 111,746 △44,347 238,548 313,977

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ 2,564 △135,136 △24,929 △83,089

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △53,550 △50,000 △346,570 92,550

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ─ 540,631 573,823 479,870 803,308

従業員数 (人) ─ 418 451 402 425



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に 

ついても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 平成19年９月30日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び契約社員を含む。) であ

ります。なお、臨時雇用者はおりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数（人） 451



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業業績の好調さが持続しており、景気は堅調に推移する一方、原油価

格の高騰や、サブプライムローン問題を発端に拡がった金融市場の混乱が内外経済に与える影響が懸念される状況

であります。 

また、このような環境の下、顧客企業においてはIT投資の厳選化が進み、かつその品質及び価格等についても従

来以上に追求する傾向があります。また、業界全般の傾向としてIT技術者が不足していることから、その安定的な

確保が重要な経営課題になっており、当社を取り巻く事業環境は厳しさを増しております。 

このような情勢の中、当社は引き続き成長分野および増益が顕著な領域に経営資源を集中し、営業活動を展開し

た結果、当中間会計期間の業績は、売上高2,828,777千円（前年同期比13.1％増）となりました。 

 一方で、受注時期がずれたことによる稼働率の低下、及びグループウェアソリューション事業において 

不採算案件が発生したこと等により、営業利益118,496千円(前年同期比38.5％減）、経常利益126,043千円（前年同

期比36.8％減）、中間純利益69,071千円（前年同期比39.9％減）となりました。 

事業区分別の業績は次のとおりであります。 

  

1) グループウェアソリューション事業では、ポータル関連のシステム構築を軸に拡大基調にあり、売上高は

841,791千円（前年同期比24.4％増）となりました。 

2) ＥＲＰソリューション事業では、旺盛な引き合いを受け、売上高は 395,183千円（前年同期比49.0％増）と

なりました。 

3) Ｗｅｂソリューション事業では、ほぼ横ばいで推移し、売上高は 703,721千円（前年同期比5.7％減）となり

ました。 

4) ネットワーク運用サービス事業では、インフラ構築や設備提供サービスのマネージドサービスなどの拡大が

貢献し、売上高は 888,080千円（前年同期比9.2％増）となりました。 

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、 事業譲受による支出が105,000千円

及び法人税等の支払額が116,276千円あったこと等により、前事業年度末に比べ229,484千円減少し、573,823千円と

なりました。 

  

1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が130,848千円生じた一方、売上高の増加に伴う売上

債権の増加額が42,329千円あり、また、法人税等の支払額が116,276千円及び役員賞与の支払額が11,600千円あっ

たこと等から、当中間会計期間において、営業活動の結果使用した資金は前年同期比156,094千円増加し、△

44,347千円（前中間会計期間111,746千円）となりました。 

2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、社内システムの構築での無形固定資産の取得による支出及び有形固定

資産の取得による支出等が増加いたしました。 



 また、株式会社ピクシス情報技術研究所からの事業譲受による支出等があったことから、当中間会計期間に

おいて、投資活動の結果使用した資金は前年同期比137,701千円支出が増加し、△135,136千円（前中間会計期間

2,564千円）となりました。 



3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払による支出が35,000千円ありましたが、長期借入金の返済

による支出が前年同期比16,800千円減少したこともあり、当中間会計期間において、財務活動の結果使用した資金

は前年同期比3,550千円減少し、△50,000千円（前中間会計期間△53,550千円）となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、各種システムの提案、構築、保守及び運用に係るサービスの提供を行っており、生産実績を定義するこ

とは困難であるため記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、下記のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

グループウェアソリューション事業 955,068 128.1 411,569 107.6

ＥＲＰソリューション事業 463,369 171.6 167,299 135.8

Ｗｅｂソリューション事業 754,742 98.8 382,669 98.5

ネットワーク運用サービス事業 827,036 109.6 543,724 106.2

合計 3,000,215 118.4 1,505,261 107.1

部門別の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

グループウェアソリューション事業 841,791 124.4

ＥＲＰソリューション事業 395,183 149.0

Ｗｅｂソリューション事業 703,721 94.3

ネットワーク運用サービス事業 888,080 109.2

合計 2,828,777 113.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社ピクシス情報技術研究所との事業譲受契約の締結 

  当社は、平成19年６月27日開催の取締役会において、平成19年７月１日をもって株式会社ピクシス情報 

 技術研究所の事業のうち、CRM/SFA事業を譲り受けることを決議いたしました。これに関して当社と株式 

 会社ピクシス情報技術研究所との間で、平成19年５月11日に基本合意書、および平成19年６月27日に事業 

 譲渡契約書を締結いたしました。 

  その内容は、次のとおりであります。 

  (1) 株式会社ピクシス情報技術研究所が有するCRM/SFA事業を譲り受け、その譲受対価として105,000 

       千円を支払いました。 

  (2) CRM/SFA事業の従業員５名が、当社へ移籍しました。 

  (3) CRM/SFA事業の譲受日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその内訳      

    (資産の額） 

    流動資産        7,980千円 

    有形固定資産              434千円 

    無形固定資産      92,394千円 

    のれん                 16,662千円 

      合計                  117,471千円 

     （負債の額） 

      流動負債        12,471千円 

      合計                   12,471千円 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、株式会社ピクシス情報技術研究所から、同社事業のうち、CRM/SFA事業を譲り受けました

ので、下記の設備が新たに主要設備となりました。 

 当該設備の状況は以下のとおりであります。 

                                         平成19年９月30日現在 

 
  (注）1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2． 帳簿価額の「その他」には、工具器具及び備品110千円、ソフトウェア84,679千円を含んでおります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

  前事業年度末に計画していた設備計画は、次のように変更いたしました。 

 
 (注）1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.  完成後の増加能力につきましては、社内ERPシステムの増強が,受注に基づく当社製品の生産能力 

      の増加に直接的に結びつくものではないため、記載しておりません。 

      3． 当初の計画に比べ、「社内ERPシステム」は、完了予定年月が平成19年９月から 

       平成19年10月へ変更いたしました。 

   (2)  重要な設備計画の完了 

        当中間会計期間において、重要な設備計画の完了はありません。 

  (3)  重要な設備の新設等 

        当中間会計期間において、重要な設備の新設等はありません。 

   (4) 重要な設備の除却等 

        当中間会計期間において、重要な設備の除却等はありません。 

事業所名   

（所在地）
事業部門 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）
建物

車両及び
運搬具

土地  
（面積㎡）

その他 合計

本社    

（東京都品川区）

グループウエア  

ソリューション事業
 本社設備 ― ― ― 84,789 84,789 5

事業所名   

（所在地）
事業部門の名称 設備の内容

投資金額 資金調達

方法

着手及び完了予定年月 完成後の 

増加能力総額  
(千円）

既支払額
(千円）

着手 完了

本社    

（東京都品川区）
全ての事業

社内ERP  

システム
95,500 94,594

増資資金

及び自己

資金

 平成18年 

  10月

平 成 19 年 

   10月
―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 58,000

計 58,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,500 17,500
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 17,500 17,500 － －



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 17,500 ― 308,900 ― 248,900



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

向 浩一 東京都国立市 7,860 44.91

向 容子 東京都国立市 1,070 6.11

コムチュア社員持株会 東京都品川区大崎一丁目11番２号 1,029 5.88

有限会社コム 東京都国立市東二丁目24番39号 1,000 5.71

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 603 3.44

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 500 2.85

エヌ・ティ・ティ・データ・ 
ジェトロニクス株式会社

東京都港区芝公園三丁目1番38号 500 2.85

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸一丁目14番5号 400 2.28

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋二丁目14番1号 150 0.85

日本証券金融株式会社（業務口) 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 119 0.68

計 ― 13,231 75.60



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注）「完全議決権株式（その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６株（議決権６個）含まれて 

   おります。 

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

     

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

17,500
17,500 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 17,500 － －

総株主の議決権 － 17,500 －

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 386,000 302,000 292,000 238,000 190,000 262,000

最低(円) 210,000 222,000 229,000 170,000 93,000 146,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法

人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第23期中間会計期間の中間財務諸表   みすず監査法人 

 第24期中間会計期間の中間財務諸表 太陽ＡＳＧ監査法人  

また、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年２月14日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 540,631 573,823 803,308

 ２．受取手形 11,148 3,202 2,986

 ３．売掛金 725,602 849,705 807,592

 ４．仕掛品 19,124 10,791 3,140

 ５．繰延税金資産 102,474 100,120 86,231

 ６．その他 45,504 61,555 43,568

   貸倒引当金 △4,418 ― ―

   流動資産合計 1,440,069 72.4 1,599,198 69.3 1,746,828 74.2

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 60,942 58,704 59,154

  (2) 土地 ※2 144,871 144,871 144,871

  (3) その他 ※1 43,608 70,010 70,324

   有形固定資産合計 249,422 12.5 273,586 11.9 274,351 11.7

 ２．無形固定資産 50,804 2.6 193,124 8.4 71,112 3.0

 ３．投資その他の資産

  (1) 差入保証金 77,293 84,476 84,476

  (2) その他 171,990 155,799 178,092

   投資その他の 
   資産合計

249,284 12.5 240,276 10.4 262,568 11.1

   固定資産合計 549,511 27.6 706,986 30.7 608,032 25.8

   資産合計 1,989,580 100.0 2,306,185 100.0 2,354,860 100.0



 
  



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．買掛金 354,469 426,007 437,767

 ２．一年内返済予定 
   長期借入金

※2 333,200 20,000 20,000

 ３．未払費用 104,077 102,535 113,533

 ４．未払法人税等 99,675 78,837 127,694

 ５．賞与引当金 218,877 226,884 182,809

 ６．役員賞与引当金 ― 6,150 13,000

 ７．その他 73,358 46,274 75,409

  流動負債合計 1,183,658 59.5 906,689 39.3 970,213 41.2

Ⅱ 固定負債

 １．社債 15,000 5,000 10,000

 ２．長期借入金 40,000 20,000 30,000

 ３．役員退職慰労引当金 84,278 ― 87,548

 ４．未払役員退職金
― 

 
86,999 ―

 ５．その他 21,393 14,350 17,394

  固定負債合計 160,672 8.1 126,350 5.5 144,943 6.2

  負債合計 1,344,330 67.6 1,033,040 44.8 1,115,157 47.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 71,750 3.6 308,900 13.4 308,900 13.1

 ２．資本剰余金

  (1) 資本準備金 11,750 248,900 248,900

   資本剰余金合計 11,750 0.6 248,900 10.8 248,900 10.6

 ３．利益剰余金

  (1) 利益準備金 13,290 13,290 13,290

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 3,816 954 1,908

    別途積立金 100,000 100,000 100,000

    繰越利益剰余金 442,245 599,323 564,297

   利益剰余金合計 559,352 28.1 713,567 30.9 679,496 28.8

  株主資本合計 642,852 32.3 1,271,367 55.1 1,237,296 52.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 
   評価差額金

2,397 0.1 1,778 0.1 2,407 0.1

  評価・換算差額等 
  合計

2,397 0.1 1,778 0.1 2,407 0.1

  純資産合計 645,250 32.4 1,273,145 55.2 1,239,703 52.6

  負債純資産合計 1,989,580 100.0 2,306,185 100.0 2,354,860 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,501,426 100.0 2,828,777 100.0 5,361,603 100.0

Ⅱ 売上原価 2,032,207 81.2 2,381,601 84.2 4,358,830 81.3

   売上総利益 469,218 18.8 447,175 15.8 1,002,773 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 276,436 11.1 328,678 11.6 559,458 10.4

   営業利益 192,782 7.7 118,496 4.2 443,315 8.3

Ⅳ 営業外収益 ※1 9,353 0.4 8,081 0.3 26,771 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※2 2,549 0.1 535 0.0 41,229 0.8

   経常利益 199,586 8.0 126,043 4.5 428,856 8.0

Ⅵ 特別利益 ※3 ─ ― 6,720 0.2 4,707 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4 ─ ― 1,914 0.1 ― ―

 税引前中間(当期)純利益 199,586 8.0 130,848 4.6 433,564 8.1

 法人税、住民税及び 
 事業税

99,675 73,147 200,766

 法人税等調整額 △15,040 84,635 3.4 △11,369 61,777 2.2 △2,297 198,469 3.7

 中間(当期)純利益 114,950 4.6 69,071 2.4 235,094 4.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 71,750 11,750 11,750 13,290 5,725 100,000 377,380

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩(注) △1,908 1,908

 剰余金の配当(注) △21,750

 役員賞与(注) △30,244

 中間純利益 114,950

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― △1,908 ― 64,865

平成18年９月30日残高(千円) 71,750 11,750 11,750 13,290 3,816 100,000 442,245

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 496,395 579,895 2,706 2,706 582,602

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩(注) ― ― ―

 剰余金の配当(注) △21,750 △21,750 △21,750

 役員賞与(注) △30,244 △30,244 △30,244

 中間純利益 114,950 114,950 114,950

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△309 △309 △309

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

62,956 62,956 △309 △309 62,647

平成18年９月30日残高(千円) 559,352 642,852 2,397 2,397 645,250



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 308,900 248,900 248,900 13,290 1,908 100,000 564,297

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 △954 954

 剰余金の配当 △35,000

 中間純利益 69,071

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― △954 ― 35,025

平成19年９月30日残高(千円) 308,900 248,900 248,900 13,290 954 100,000 599,323

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 679,496 1,237,296 2,407 2,407 1,239,703

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩 ― ― ―

 剰余金の配当 △35,000 △35,000 △35,000

 中間純利益 69,071 69,071 69,071

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△628 △628 △628

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

34,071 34,071 △628 △628 33,442

平成19年９月30日残高(千円) 713,567 1,271,367 1,778 1,778 1,273,145

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 71,750 11,750 11,750 13,290 5,725 100,000 377,380

事業年度中の変動額

 新株の発行 237,150 237,150 237,150

 特別償却準備金の取崩(前期分） 

 (注)
△1,908  1,908

 特別償却準備金の取崩(当期分) △1,908 1,908

 剰余金の配当(注) △21,750

 役員賞与(注) △30,244

 当期純利益 235,094

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)
 事業年度中の変動額合計 
 (千円)

237,150 237,150 237,150 ― △3,816 ― 186,917

平成19年３月31日残高(千円) 308,900 248,900 248,900 13,290 1,908 100,000 564,297

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

利益剰余金合計



 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

平成18年３月31日残高(千円) 496,395 579,895 2,706 2,706 582,602

事業年度中の変動額

 新株の発行 474,300 474,300

 特別償却準備金の取崩(前期分） 

 (注)
― ― ―

 特別償却準備金の取崩(当期分) ― ― ―

 剰余金の配当(注) △21,750 △21,750 △21,750

 役員賞与(注) △30,244 △30,244 △30,244

 当期純利益 235,094 235,094 235,094

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

△299 △299 △299

 事業年度中の変動額合計 
 (千円)

183,100 657,400 △299 △299 657,100

平成19年３月31日残高(千円) 679,496 1,237,296 2,407 2,407 1,239,703



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １．税引前中間(当期)純利益 199,586 130,848 433,564

 ２．減価償却費 14,912 23,096 37,438

 ３．賞与引当金の増減額 44,348 44,074 8,280

 ４．役員退職慰労引当金の増減額 3,195 △549 6,465

 ５．貸倒引当金の増減額 335 ― △4,082

 ６．受取利息及び受取配当金 △2,024 △1,527 △11,884

 ７．支払利息 2,283 469 4,394

 ８．匿名組合投資利益 △3,663 △4,280 △7,662

 ９．固定資産売却益 ― ― △289

 10．固定資産売却損 ― 897 ―

 11．固定資産除却損 ― 1,017 ―

 12．売上債権の増減額 △52,967 △42,329 △126,795

 13．たな卸資産の増減額 △16,281 330 △297

 14．仕入債務の増減額 53,201 △11,759 136,499

 15．その他流動資産の増減額 △12,617 △1,510 △10,980

 16．その他流動負債の増減額 24,302 △39,894 68,645

 17．役員賞与の支払額 △30,244 △11,600 △30,244

 18．その他 96 △16,425 170

    小計 224,461 70,857 503,222

 19．利息及び配当金の受取額 2,024 1,527 11,884

 20．利息の支払額 △2,266 △456 △4,085

 21．法人税等の支払額 △112,473 △116,276 △197,044

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
111,746 △44,347 313,977

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １．有形固定資産の取得による支出 ― △8,847 △21,132

 ２．有形固定資産の売却による収入 ― ― 1,250

 ３．無形固定資産の取得による支出 △4,209 △39,462 △60,130

 ４．事業譲受による支出 ― △105,000 ―

 ５．差入保証金の差入による支出 ― ― △11,217

 ６．敷金の差入による支出 ― △130 ―

 ７．差入保証金の返還による収入 228 ― 542

 ８．保険積立金の積立による支出 △2,768 △2,072 △5,214

 ９．保険積立金の返戻による収入 ― 15,252 ―

 10．出資金の取得による支出 ― △50 ―

 11．出資金の返還による収入 1,319 3,501 4,822

 12．定期預金の払戻による収入 8,009 ― 8,009

 13．その他 △14 1,672 △18

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

2,564 △135,136 △83,089

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １．長期借入金の返済による支出 △26,800 △10,000 △350,000

 ２．社債の償還による支出 △5,000 △5,000 △10,000

 ３．株式の発行による収入 ― ― 474,300



 
  

 ４．配当金の支払額 △21,750 △35,000 △21,750

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△53,550 △50,000 92,550

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 60,761 △229,484 323,437

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 479,870 803,308 479,870

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 540,631 573,823 803,308



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．資産の評価基準および評価方法 １．資産の評価基準および評価方法 １．資産の評価基準および評価方法

 (1) 有価証券 

  ① 関連会社株式 

    移動平均法による原価法

 (1) 有価証券 

  ① 関連会社株式 

    同左

 (1) 有価証券

  ① 関連会社株式 

    同左

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

    同左      決算末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

    同左

    時価のないもの 

   同左

 (2) 棚卸資産 

    仕掛品 

     個別法による原価法

 (2) 棚卸資産 

    仕掛品 

    同左 

 

 (2) 棚卸資産 

    仕掛品 

    同左 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を

採用しております。

   主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 22～50年

車両及び運搬具 ６年

工具器具 
及び備品

4～15年

   なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   建物（建物附属設備は除く） 

    a 平成10年３月31日以前に 

      取得したもの 

      旧定率法によって 

      おります。 

    b 平成10年４月１日から平成 

      19年３月31日までに取得 

      したもの 

      旧定額法によって 

      おります。 

    c 平成19年４月１日以後に 

      取得したもの 

      定額法によっております。 

   

   建物以外 

    a 平成19年３月31日以前に 

      取得したもの 

     旧定率法によって 

      おります。 

    b 平成19年４月１日以後に 

      取得したもの 

      定率法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次の 

    とおりであります。

建物 22～50年

車両及び運搬具 ６年

工具器具
及び備品

4～15年

   また、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   但し、平成10年４月１日以 

    降に取得した建物(建物附属設 

   備は除く)については、定額法 

   を採用しております。 

   主な耐用年数は次のとおり 

   であります。

建物 22～50年

車両及び運搬具 ６年

工具器具
及び備品

4～15年

   なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。



  



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売期間(３

年以内)における見込販売収益

に基づく償却額と販売可能な残

存販売期間に基づく均等配分額

のいずれか大きい額とする方法

を採用しております。

   自社利用目的のソフトウェア

につきましては、社内における

見込利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。な

お、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却によって

おります。

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  市場販売目的のソフトウェア 

 については、見込販売期間(３ 

 年以内)における見込販売収益 

 に基づく償却額と販売可能な残 

 存販売期間に基づく均等配分額 

 のいずれか大きい額とする方法 

 を採用しております。 

  自社利用目的のソフトウェア 

 につきましては、社内における 

 見込利用可能期間(５年)に基づ 

 く定額法によっております。な 

 お、取得価額10万円以上20万円 

 未満の少額減価償却資産につい 

 ては、３年間均等償却によって 

 おります。 

    のれんについては、その投資 

 効果の発現する期間（３年）で 

 償却しております。

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  市場販売目的のソフトウェア 

 については、見込販売期間(３ 

 年以内)における見込販売収益 

 に基づく償却額と販売可能な残 

 存販売期間に基づく均等配分額 

 のいずれか大きい額とする方法 

 を採用しております。 

  自社利用目的のソフトウェア 

 につきましては、社内における 

 見込利用可能期間(５年)に基づ 

 く定額法によっております。な 

 お、取得価額10万円以上20万円 

 未満の少額減価償却資産につい 

 ては、３年間均等償却によって 

 おります。

３．繰延資産の処理方法

 

 

   ─────────

３．繰延資産の処理方法

 

 

   ───────── 

 

 

３．繰延資産の処理方法

  株式交付費 

  支出時の費用として処理して 

  おります。

４．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与支給に備

えるため、将来の支給見込額の

うち、当中間会計期間の負担額

を計上しております。

 (2) 賞与引当金 

   同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与支給に備

えるため、将来の支給見込額の

うち、当事業年度の負担額を計

上しております。

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金に関

する内規に基づく中間会計期間

末要支給額を計上しておりま

す。

     

     

  (3) 役員退職慰労引当金 

 平成19年３月31日をもって役

員退職慰労金制度を廃止したこ

とに伴い、平成19年６月28日開

催の定時株主総会において、役

員退職慰労金の打切り支給議案

が承認可決されました。 

  これにより役員退職慰労引当

金は全額取崩し、打切り支給額

の未払分を固定負債の「未払役

員退職金」に計上しておりま

す。

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に 

  備えるため、役員退職慰労金 

  に関する内規に基づく期末要 

  支給額を計上しております。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



  



  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

  

 

   ───────── 

               

               

             

   (4) 役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えて、

当 事 業 年 度 に お け る 支 給

見込額に基づき、当中間会計期

間の負担額を計上しておりま

す。

  (4) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、

当事業年度における支給見込額

に基づき計上しております。

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンスリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５．リース取引の処理方法 

同左

５．リース取引の処理方法 

同左

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用しており

ます。

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

    

 ───────── 

  

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用しており

ます。

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ 

・ヘッジ対象…借入金の利息

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ─────────

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ  

・ヘッジ対象…借入金の利息

   (3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。

   (3) ヘッジ方針 

    

 ─────────

   (3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。

   (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、中間決

算日における有効性の判定を省

略しております。

   (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 

 ─────────

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、決算日

における有効性の判定を省略し

ております。

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっ

ております。

７．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左

７．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

８．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 同左

８．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 同左



会計方針の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は645,250千円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ──────────

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,239,703千円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

 

 

 

 

 

 

 

   ──────────

(役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度の下半期において、役

員退職慰労引当金制度の廃止をはじ

めとする役員に対する報酬体系の見

直しを行い、役員賞与の支給見込額

を合理的に算定することが可能とな

ったため、「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年11月29日企業会計基準第４号)

を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べ、販

売費及び一般管理費が6,150千円増

加し、営業利益、経常利益、税引前

中間純利益が6,150千円減少してお

ります。

(役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年11月29日企業会計基準

第４号)を適用しております。 

 これにより、従来株主総会決議時

に未処分利益の減少として会計処理

していた役員賞与を当事業年度より

発生時に費用処理しております。こ

の結果、販売費及び一般管理費が

13,000千円増加し、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益がそれぞれ

13,000千円減少しております。

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ──────────

(有形固定資産の減価償却方法) 

 当中間会計期間から、法人税法の

改正((所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第６

号)及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものについて

は、改正後に法人税法に基づく方法

に変更しております。これによる損

益に与える影響は軽微であります。

(追加情報）  

 なお、当中間会計期間から、平成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ──────────



次へ 

 
  

  

  

  

  

19年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっておりま

す。これによる損益に与える影響は

軽微であります。



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計

額

※１  有形固定資産の減価償却累計

額

※１  有形固定資産の減価償却累計

額

78,045千円 86,715千円 79,567千円

※２ 担保に供している資産

   借入金 313,200千円(一年内

返済予定長期借入金 313,200千

円)の担保に供しているもの

は、次のとおりであります。

 

   ──────────    ──────────

建物 4,013千円

土地 115,660千円

計 119,673千円

３ 消費税等の取扱い ３ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に含

めて表示しております。

   同左      ─────────

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

匿名組合 
投資利益

3,663千円

受取配当金 2,012千円

※１ 営業外収益の主要項目

匿名組合
投資利益

4,280千円

受取配当金 1,388千円

※１ 営業外収益の主要項目

匿名組合 
投資利益

7,662千円

受取配当金 11,794千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 2,283千円
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 469千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 4,394千円

上場関連 
費用

29,090千円

株式交付費 7,305千円

※３ 特別利益の主要項目

   ──────────
 

※３ 特別利益の主要項目 

保険返戻金 6,720千円

         
      

 

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金 
戻入益

4,418千円

固定資産 
売却益

289千円

※４ 特別損失の主要項目

   ──────────

 

 

※４ 特別損失の主要項目

工具器具及び
備品除却損

1,017千円

ゴルフ会員権
評価損

897千円

※４ 特別損失の主要項目

   ──────────

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 6,212千円

無形固定資産 8,699千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 9,030千円

無形固定資産 14,067千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 14,798千円

無形固定資産 22,714千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

 ２．自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

 ３．新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

 ２．自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
(注）普通株式の株式数の増加3,000株は、新株発行による増加であります。 

  

 ２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 14,500 － － 14,500

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月30日 
定時株主総会

普通株式 21,750 1,500 平成18年３月31日 平成18年７月１日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株） 17,500 － － 17,500

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 35,000 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月29日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 14,500 3,000 － 17,500



   該当事項はありません。 

  

 ３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額 

 
  

   (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの 

 
  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月30日 
定時株主総会

普通株式 21,750 1,500 平成18年３月31日 平成18年７月１日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 35,000 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前へ   次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間 

 期末残高と中間貸借対照表に記 

 載されている科目の金額との 

 関係

※１ 現金及び現金同等物の中間 

 期末残高と中間貸借対照表に記 

 載されている科目の金額との 

 関係

※１ 現金及び現金同等物の期末 

  残高と貸借対照表に記載され 

  ている科目の金額との関係

現金及び預金 540,631千円

現金及び預金 
同等物の中間 
期末残高

540,631千円

現金及び預金 573,823千円

現金及び預金
同等物の中間 
期末残高

573,823千円

現金及び預金 803,308千円

現金及び預金 
同等物の期末 
残高

803,308千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
（千円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円）

中間期末
残高 

相当額 
（千円）

工具器具 
及び備品

5,132 427 4,704

合計 5,132 427 4,704

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額 
相当額 
（千円）

中間期末
残高 

相当額 
（千円）

工具器具 
及び備品

5,132 1,710 3,421

合計 5,132 1,710 3,421

取得価額
相当額 

（千円）

減価償却 
累計額 
相当額 

（千円）

期末残高
相当額 

（千円）

工具器具
及び備品

5,132 1,069 4,063

合計 5,132 1,069 4,063

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,222千円

１年超 3,513千円

合計 4,735千円

１年内 1,273千円

１年超 2,239千円

合計 3,513千円

１年内 1,247千円

１年超 2,882千円

合計 4,130千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 662千円

減価償却費相当額 611千円

支払利息相当額 72千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 696千円

減価償却費相当額 641千円

支払利息相当額 78千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,358千円

減価償却費相当額 1,252千円

支払利息相当額 163千円

４．減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左

５．利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法 

 同左

５．利息相当額の算定方法 

 同左



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

区分

前中間会計期間末(平成18年９月30日)

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 731 5,836 5,105

小計 731 5,836 5,105

区分

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 42,229

合計 42,229

(2) 子会社株式及び関連会社株式

 ① 関連会社株式 10,737

合計 10,737



(当中間会計期間) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

区分

当中間会計期間末(平成19年９月30日)

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 731 3,878 3,146

小計 731 3,878 3,146

区分

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 43,052

合計 43,052

(2) 子会社株式及び関連会社株式

 ① 関連会社株式 10,737

合計 10,737



(前事業年度) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

ヘッジ会計が適用されている取引以外のデリバティブ取引はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ヘッジ会計が適用されている取引以外のデリバティブ取引はありません。 

  

区分

前事業年度末(平成19年３月31日)

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 731 5,107 4,375

小計 731 5,107 4,375

区分

前事業年度末
(平成19年３月31日)

貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 42,884

合計 42,884

(2) 子会社株式及び関連会社株式

 ① 関連会社株式 10,737

合計 10,737



(持分法損益等) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

(パーチェス法適用） 

1. 事業の取得先の名称、取得した事業の内容、事業の取得を行った理由、事業取得日及び事業 

   の取得の法的形式    

  (1) 事業の取得先の名称及び取得した事業の内容 

     株式会社ピクシス情報技術研究所 CRM/SFA事業 

     （CRM/SFAを中心とした情報系システムの開発・販売・支援を行う事業） 

  (2) 事業の取得を行った理由 

     当社ソリューションサービスのラインアップの拡大及びお客様ニーズへのより細かな 

      対応を可能とするため。 

  (3) 事業取得日 

      平成19年７月１日 

  (4) 事業の取得の法的形式 

      事業譲受 

2. 中間財務諸表に含まれている取得事業の業績の期間 

   平成19年７月１日から平成19年９月30日まで 

3. 取得した事業の取得原価及びその内訳 

   取得原価  105,000千円（内訳：現金及び預金 105,000千円)  

4. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

   (1) のれんの金額      16,662千円 

   (2) 発生原因        将来の超過収益力から発生したものであります。 

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



   (3) 償却方法及び償却期間  のれんについては、その投資効果の発現する期間(３年)で 

                  償却しております。 

5. 事業の取得日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

   (1) 資産の額    

     流動資産        7,980千円 

     有形固定資産              434千円 

     無形固定資産           92,394千円 

     のれん              16,662千円 

         合計         117,471千円 

  (2) 負債の額 

     流動負債        12,471千円 

         合計          12,471千円 

  

6. 取得原価の大部分がのれん以外の無形固定資産に配分された場合の、のれん以外の無形固定 

   資産に配分された金額及びその種類並びに償却期間 

   (1) のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び種類 

     ソフトウェア  92,394千円 

   (2)  償却期間 

     見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売 

    期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額とする方法を採用しております。 

7. 事業譲受が中間会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間会計期間の中間 

   損益計算書に及ぼす影響の概算額 

     売上高     30,070千円 

     営業利益     3,745千円 

   (概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

   (1) 概算額は、企業結合が当中間会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及 

           び営業利益と当中間会計期間における売上高及び営業利益の差額を記載しております。 

      (2)  事業の取得原価 

       事業譲受日における取得事業の時価を基礎としております。 

      (3)  のれんの金額 

      事業譲受日において認識したのれんと同額で計算しております。 

    (4)  のれんの償却期間及び償却方法 

          当中間会計期間開始の日から３年間にわたり、定額法で償却しております。 

 

        なお、当該注記については監査証明を受けておりません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)



 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

  

１株当たり純資産額 44,500.03円 １株当たり純資産額 72,751.17円 １株当たり純資産額 70,840.19円

 
１株当たり中間純利益 7,927.65円

 
１株当たり中間純利益 3,946.91円

 
１株当たり当期純利益 16,094.83円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書上の中間 
(当期)純利益(千円)

114,950 69,071 235,094

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

114,950 69,071 235,094

普通株主に帰属しない金額
(千円)

－ － －

普通株式の期中平均株式数
(株)

14,500 17,500 14,607



(重要な後発事象) 

 
  

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

   ────────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ──────────

 当社は、平成19年６月27日開催の

取締役会において、平成19年７月１

日付で株式会社ピクシス情報技術研

究所の事業のうち、CRM/SFA事業を

譲り受けることを決議し、平成19年

６月27日付で事業譲渡契約書を締結

しております。 

  

1. 事業譲受けの目的 

 当社ソリューションサービスのラ

インアップの拡大、およびお客様ニ

ーズへのより細かな対応を可能とす

るため、株式会社ピクシス情報技術

研究所の同事業を譲り受けることを

決議いたしました。 

 

2. 譲渡会社の概要 

 (1) 名称 

    株式会社ピクシス情報 

    技術研究所 

 (2) 主な事業内容 

     CRM/SFAを中心とした情 

       報系システムの開発・ 

       販売・支援。 

       財務会計アプリケーショ 

       ンソフトの開発・販売・ 

       支援。 

 (3) 本社所在地 

    東京都渋谷区渋谷3-10-13 

 (4) 代表者 

    吉井 秀元 

 (5) 資本金 

    99,800千円 

 

3. 事業譲受けの内容 

 (1) 譲受け事業の内容 

    株式会社ピクシス情報技術 

     研究所が有するCRM/SFA 

       事業 

 (2) 譲受け資産、負債の項目 

    および金額 

    主な項目：ソフトウェア、 

    前受金、その他固定資産等 

 (3) 譲受け価額 

    譲受価額：105,000千円 

 



前へ 



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第23期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

 (2)有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書（上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書) 

  平成19年10月26日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年２月１４日

コ ム チ ュ ア 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコムチュア株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、コムチ

ュア株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 木 智 博 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１９年１２月２０日

コムチュア株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているコムチュア株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２４期

事業年度の中間会計期間(平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで)に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、コムチュア株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  並  木  健  治 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  木  智  博  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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